





















































































































































































































































































































































































































































































































































































病床数 307床 250床 老健100床















所在地 栃木市大平町川連420-1 栃木市大町39-5 栃木市境町27-21
（出所）とちぎメディカルセンター資料をもとに作成
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１．統合再編後の医療体制
（１）とちぎメディカルセンターしもつが
　旧下都賀総合病院を移転・新築した「TMCしもつが」は、病床数が307
床（一般病床257床、感染症病床６床、地域包括ケア44床）、診療科目は
内科・外科・整形外科・小児科など全26科である。同病院は、栃木地区
の救急医療の要として24時間365日の二次救急医療機能を有し、三次救急
医療機関に過度に依存しないよう診療機能の充実強化が図られている。ま
た、がん治療や脳卒中に関する県内の中核的な病院に位置づけられ、糖尿
病の医療連携体制も採られている。地域医療支援病院や医師臨床研修病
院などにも指定されている（47）。当初の基本構想では、旧医師会病院付近に
あった急患センターを施設内に移転する計画だったが、関係者の認識に齟
齬があり、一次・二次救急医療の連携強化など代替案を協議している。
（２）とちぎメディカルセンターとちのき
　旧とちの木病院を増改築した「TMCとちのき」は、病床数が250床（一
般病床42床、回復期リハビリ36床、地域包括ケア36床、緩和ケア14床、
療養病床122床）、診療科目は内科・外科・腎臓内科など全12科である。
同病院は、療養病棟・緩和ケア病棟を増築、回復期リハビリテーション
病棟・地域包括ケア病棟を開棟するなど多機能の病棟を設け、透析セン
ターを設置するなど維持透析機能の充実が図られている（48）。当初はスタッ
フ不足から病棟体制が整わなかったものの、スタッフの確保に合わせて、
2016年５月に回復期リハビリテーション病棟を開棟、2017年10月には緩
和ケア病棟を開棟した。なお、療養病棟は３病棟のうち１病棟は未開棟
だったが、2019年４月より全病棟が開棟している。
（47）　とちぎメディカルセンター資料「とちぎメディカルセンターしもつが」
（48）　同上「とちぎメディカルセンターとちのき」
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（３）総合保健医療支援センター
　旧医師会病院の敷地に設置された「総合保健医療支援センター」は、介
護老人保健施設、訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所、総合健診
センターの４部門からなる。同センターでは、入所介護・通所介護、訪問
看護・訪問リハビリテーション、ケアプラン作成など各種サービスを提供
し、事業所巡回健診・学校健診など総合的な健康診断を行っている（49）。介
護老人保健施設「とちぎの郷」は、旧とちの木病院に併設されていた機能
を旧医師会病院の敷地内に移転したもので、規模も50床から100床に増床
した。スタッフ不足のため当初は50床で運用されていたものの、2017年
度からは100床で運用されている。
２．統合再編後の運営課題
（１）病院の組織的統合
　とちぎメディカルセンターでは、統合再編にあたり５つの課題をあげて
いる（50）。統合再編の第１の課題は、経営規模や設立経緯、組織文化の異な
る病院をいかに組織的に統合するかであった。とちぎメディカルセンター
は、設立当初、旧３病院の代表者が代表理事を務める「共同代表体制」を
採っていたが、栃木県議会では、責任の所在が不明確との批判があり、整
備助成費の予算を認めるにあたり、付帯意見として適正な運営体制を確保
するため県に関与を求めた（51）。そこで元副知事らを非常勤理事に登用、経
営責任の明確化を図るため、2015年４月には共同代表体制を「理事長制」
に改め、元副知事が理事長に就任した。初代理事長は、職員の一体感を醸
成するため、評議員会や理事会のほかに、経営管理会議や施設運営会議な
どを設置し、組織管理体制の強化を図った。なお、2018年６月からは、
（49）　同上「とちぎメディカルセンター総合保健医療支援センター」
（50）　麻生利正（とちぎメディカルセンター理事長）「業態の異なる３病院の統合・再編」
2016年10月26日
（51）　平成25年度栃木県議会生活保健福祉委員会会議録2014年３月20日
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新理事長に元獨協医科大学副学長、新副理事長に元自治医科大学副病院長
が就任し、現場力の強化を図る経営体制がスタートしている。
（２）医師等の適正配置と人材確保
　第２の課題は、病院の機能再編に合わせて診療体制を見直し、医師等を
適正に再配置することであった。人事異動によって、TMCしもつがには
手術機能強化のため外科医を増員、TMCとちのきにはリハビリ機能強化
のためセラピストを増員した。診療機能や病棟機能の変更に伴い内科医等
や看護師の異動も行われた。また、獨協医科大学の副学長を理事に招聘
し、自治医科大学と地域臨床教育センターの設置で合意書に調印するな
ど、地元医科大学との関係を強化し、医師を継続的に確保する基盤を構築
した。
（３）経営の安定化と効率化
　第３の課題は、収支の見通しを立て経費を削減して経営を安定させるこ
とである。とちぎメディカルセンターは、本格稼働に際し、医療機器更新
の見積り不足や建設資材の高騰などから総事業費が大幅に膨らみ、金融機
関から新規に資金を借り入れる事態となった。関係者からは見通しの甘さ
も指摘されている。とちぎメディカルセンターは、基本構想に基づき一般
財団法人として設立されたが、「公益財団法人」への転換を目標として中
期的な経営計画「TMC戦略プラン」を新たに策定した。また、医薬品や
医療材料を一元的に購入し価格交渉力の強化により経費削減に努めてい
る。
（４）連携体制の構築
　第４の課題は、法人内部の連携を円滑化し、外部機関との連携を強化す
ることである。法人内部では、特定分野に特化した15の「院内センター」
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を設置、診療の中核機能を担うセンター（脳卒中支援・内視鏡・透析・リ
ハビリテーション・救急・緩和ケア）と、診療機能を支援するセンター（地
域連携・画像診断・薬剤管理・栄養管理・診療情報・総合健診・総合研
修・臨床検査・在宅支援）に大別し、事業所間で組織横断的な連携を発揮
するとしている。また、外部機関とは、医師会や大学病院、市長と定期的
に懇談会を開催するなど、医療機関や行政機関と密接な連携を図っている。
（５）市民の理解
　そして第５の課題は、地域住民からの信頼を得ることである。とちぎメ
ディカルセンターでは、住民向けに病院見学会やミニ講座、公開シンポジ
ウムを開催するほか、法人機関誌「TMC通信」を発行し、地域イベント
「TMCまつり」を開催している。本格稼働前には新病院の役割を理解して
もらうために公開シンポジウムを開催し、市民ら約900人が参加した。ま
た、市民との交流を深めるイベントを継続的に開催し、栄養相談やAED
体験など多彩な催しを実施している。市民の健康意識を高めようと毎月開
催される無料の市民講座は、毎回ほぼ満員となるなど好評を博している。
３．統合再編後の運営状況
３－１．利用者数の推移
（１）入院患者数・入所者数
　とちぎメディカルセンターの事業報告書などをもとに運営状況をみる
と（52）、まず入院患者に関しては、TMCしもつが、TMCとちのきが開院し
た2016年度以降、順調に患者数が増加している。１日当たり入院患者数
をみると、下都賀総合病院では最終年度にあたる2015年度は190.6人だっ
たが、TMCしもつがでは直近の2018年度には258.6人にまで増えた。同様
に、とちの木病院では2015年度99.8人だったが、TMCとちのきでは2018
（52）　一般財団法人とちぎメディカルセンター「事業報告書」各年度を参照。
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年度には183.3人へと増えている。また、介護老人保健施設の１日当たり
入所者数をみても、とちの実では2015年度22.2人だったが、とちぎの郷で
は2018年度には64.9人へと大幅に増えている。TMCしもつが、TMCとち
のき両病院の入院患者数は、廃院した医師会病院を含む旧３病院の入院患
者数を上回っている（図２）。
図２　１日当たり入院・入所者数
（出所）とちぎメディカルセンター資料より筆者作成
（２）外来患者数・通所者数
　とちぎメディカルセンターの外来患者に関しては、TMCとちのきから
TMCしもつがへ集約されている。１日当たり外来患者数をみると、2015
年度から2018年度にかけて下都賀総合病院では583.9人から675.9人に増え
たが、一方で、とちのき病院では376.5人から244.7人に減った。法人の統
合前は下都賀総合病院よりとちの木病院の外来患者数のほうが多かった
が、統合後は機能集約の効果もあり、TMCしもつがの外来患者数がTMC
とちのきの２倍を上回っている。介護老人保健施設の１日当たり通所者数
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は、とちの実では2015年度3.9人だったが、とちぎの郷では2018年度には
14.7人へと大幅に増えている（図３）。医療機能の分化・連携については、
所期の目的を達成していると考えてよい。
図３　１日当たり通院・通所者数
（出所）とちぎメディカルセンター資料より筆者作成
３－２．経常収支の推移
（１）事業所別の経常収支
　下都賀総合病院の経常収益は法人統合直前の2012年度には約48.3億円
だったが、患者数の増加に伴い、TMCしもつが開院後の2016年度には経
常収益が約60.5億円に拡大、当初は経常費用を下回り約９億円の経常赤字
を計上したものの、直近の2018年度には経常収益が約78.1億円までさらに
拡大し、約3.6億円の経常黒字に転じている。
　とちの木病院の経常収益は2012年度には約29.0億円だったが、患者数の
減少に伴い、TMCとちのき開院初年度の2016年度には経常収益が24.6億
円に落ち込み約2.8億円の経常赤字となったものの、直近の2018年度には
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経常収益が約30.7億円まで回復し、約2.2億円の経常黒字に転じている。
　介護老人保健施設とちの実の経常収益は2012年度には約1.7億円だった
が、とちぎの郷開設初年度の2016年度には経常収益が約2.7億円に拡大、
当初は経常費用を下回り経常赤字が約1.8億円に膨らんだものの、直近の
2018年度には経常収益が約4.5億円まで拡大し、経常赤字は約0.4億円に圧
縮された（図４）。
図４　TMCの事業所別経常収益・費用（億円）
（注）中央より上方目盛は経常収益、下方目盛は経常費用、折れ線は経常利益
（出所）とちぎメディカルセンター資料より筆者作成
（２）法人全体の経常収支
　各事業所に法人本部を含めたとちぎメディカルセンター全体の経常利益
は、法人設立初年度の2013年度には、入院患者の減少に伴う収入の減少
から経常収益が約86.2億円にとどまる一方、統合再編に伴う経費の増加か
ら経常費用が約90.8億円となり、約4.6億円の経常赤字となった。翌2014
年度には非課税法人からの転換に伴う租税負担の発生から経常赤字は約
6.5億円に拡大した。その後も、経常収益は増加するものの経常赤字は続
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き、2017年度までは実績が計画を下回っていたが、2018年度には実績が
計画を上回るようになり、初の黒字化を果たしている（53）。病院運営は軌道
に乗ったものと理解してよいだろう。
４．病院運営をめぐる金融問題と政策執行過程
　栃木市における地域医療の中核を担うとちぎメディカルセンターは、当
初の基本構想では「地域完結型医療提供体制の構築」を目指すとしていた
が、開院初年度の事業実績が計画を下回る中で法人機能の方向性を模索す
るようになり（54）、中期経営計画では「地域包括ケアシステムの中核」を担
うとしながらも、「収益の健全経営」を目指すと軌道修正している。なぜ
アジェンダは修正されたのか。ここでは病院運営の財源確保に着目して、
政策執行過程を分析する。
４－１．資金不足と追加融資
（１）事業費の増嵩
　新小山市民病院の事業費と同様、３病院の統合再編にかかる事業費も大
幅に増加した。事業費は当初、新病院の新築や増改築、医療機器の更新に
約115億円を見込んでいた。2016年４月のTMCしもつがなどの開院に先立
ち事業費を精査したところ、医療機器更新の見積不足や建設資材の高騰
などから約160億円に膨らみ、経費節減などで約153億円に圧縮したもの
の、当初予定より約38億円増えることになった。病院の整備には、国の
交付金35億円のほか、栃木県の補助金19億円、栃木市の補助金33億円な
どを財源としていたが、これ以上の財政支援を確保することは難しく、財
源の不足分は金融機関からの新規借入れや医療機器のリース化などで賄う
ことになった。
（53）　同上「TMC経営改善概要」2019年６月
（54）　同上「今後の法人機能の方向性」2017年５月11日
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（２）銀行からの借入れ
　とちぎメディカルセンターの資金計画によると、建設・設備にかかる総
事業費153億円の内訳は、建築工事費が113億円、医療機器費・システム
費など設備費が40億円である。その財源としては、建設補助金として国と
県・市から計87億円が交付されるほか、県からの無利子融資で15億円、
銀行からの借入れで33億円を調達し、リース13億円、機器貸借４億円、
残り１億円は県の設備補助金と自己資金である。また、この建設・設備
資金とは別に、運転資金として13億円を計上し、市からの無利子融資で
５億円、銀行からの借入れで８億円を調達している。民間事業者の場合、
資金計画上特に重要となるのが、金融機関からの借入れである。
（３）中期経営計画の策定
　金融機関から融資を受けるには、説得力のある確実な償還計画が必須条
件である。そこで、とちぎメディカルセンターは、金融機関との協議にあ
たり中期経営計画を策定することとし、2016年３月、「TMC戦略プラン」
をまとめた。同計画では、金融機関の強い要請を受け、医療コンサルタン
トによる堅実な収支予測が行われ、機能分化による病床稼働率の上昇、在
院日数の短縮化と入院単価の増加、待ち時間の短縮化など外来利用の円滑
化、健診事業の集約から、全国統計データを指標とした材料費の節減、医
科大学・看護学校との緊密な連携に基づく人材の確保、新調理システムに
よる給食業務の効率化に至るまで、微細にわたる経営改善策が示されてい
る（55）。
（４）資金の逼迫と返済の猶予
　それでも金融機関の融資姿勢は厳しく、償還のための据置き期間は１年
とされた。2017年度からは年間７億円の返済が始まり、特に退職金や施
（55）　一般財団法人とちぎメディカルセンター「TMC戦略プラン」2016年３月25日
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設・設備費のために借り入れた複数行によるシンジケートローンの返済が
重荷となった。運転資金に充てるはずだった旧病院跡地の売却益に関して
も、金融機関からは、旧施設・跡地に設定されていた抵当権を解除する条
件として、ローンの返済に充てるよう要求される。
　そもそも、法人が設立されたのは2013年だが、新病院が開院したのは
2016年度からであり、新体制が軌道に乗るまでには早くとも数年がかか
る。とちぎメディカルセンターは、本格稼働の前に借金返済を強いられる
という厳しい経営状況に置かれてしまう。結局、2017年９月、金融機関
との交渉の結果、上記売却益のローン充当を受け入れる代わりに、ローン
返済の猶予・減額を認めさせた（56）。とちぎメディカルセンター関係各位に
よる経営努力の結果、2018年度には経常黒字化を果たしたものの、こう
した民間事業者の起業当初の苦しい資金繰りは、一般市民や行政関係者に
はなかなか理解されないようである。
４－２．経営健全化策の浮上と形成
（１）執事としての金融機関
　３病院の統合再編には十分な準備期間があったわけではない。経営統合
の際、必ずしも厳格な手続きで資産評価（デュー・デリジェンス）が行わ
れていないため、資産評価が本当に適正か確実ではない。また、法人設立
当初は、既存法人から不動産の現物出資を受ける一方、職員の退職金を支
払うなど、経常外に多額の収益・費用が発生し、収支は安定しなかった。
医療機器の更新費など不測の追加費用が発生し、収支の全体像すら十分に
把握できない。共同代表体制のもと経営が一元化されず責任の所在も曖昧
であった。
　いつ瓦解してもおかしくない経営を何とか軌道に乗せられたのは、執行
（56）　麻生利正（とちぎメディカルセンター理事長）「とちぎメディカルセンターの現況
と方向」2017年11月６日
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部の努力もさることながら、金融機関の協調融資団（シンジケート）の
後押しも小さくない。主幹事行は、本案件を「企業の社会的責任」（CSR）
を果たすモデル事業と位置づけ、厳しい融資姿勢を示しながらも、グルー
プ全体でスチュワードシップを発揮している。実際、同行のシンクタンク
は、法人設立時、施設設計業者の選定にあたり公開プロポーザル方式を提
案して事業の透明性を確保、また、職員全員を法人所属とし施設間の異動
を可能とする組織・人事制度を提案して組織の柔軟性を確保するなど、さ
まざまな経営支援を行っている（57）。
（２）里程標としての中期経営計画
　とちぎメディカルセンターは当初、単年度の事業計画しか策定していな
かった。関係者によれば、新たに策定された中期経営計画「TMC戦略プ
ラン」は、もともと金融機関から融資を受けるために作成されたもので
あったが、金融機関との折衝の過程で、単なる償還計画から、経営戦略を
示す骨太な計画へ変わったという（58）。おそらく金融機関は、融資審査にあ
たり返済能力だけでなく将来性も重視したのだろう。経営主体の異なる医
療機関の統合再編という異例の事業者に求められたのは、目先の事業収支
を改善するよりも、将来に向けた経営基盤を確立することであった。コー
ポレート・ガバナンスを強化するためには、中期的な目標を掲げ、目標達
成に向け具体的な行動計画を示した中期経営計画が必要とされたのであ
る。医療機関の再編統合は、法人を設立すれば全てが終わるわけではな
い。その後の運営が事業の成否を大きく左右する。計画をとりまとめた法
人役員は、ステークホルダーに経営姿勢を表明し、進捗状況を報告するこ
とは極めて重要であると述懐している。
（57）　みずほフィナンシャルグループ『CSRレポート2013ハイライト』30-32頁
（58）　小暮義雄（とちぎメディカルセンター専務理事）「TMCの新体制発足から１年を
経て」
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むすびに：政策分析から政策過程分析へ
（１）政策分析への傾斜
　地域医療構想に関するこれまでの国の取組みを見ると、医療機能に関す
るデータ分析にやや傾斜しているようにも思われる。だが、科学的根拠を
提示するだけで現実の政策問題に対応することはできない。自動化を選好
するあまり、政治の実態を直視せず、データ分析に偏重し、挫折したかつ
ての「政策科学」の姿を想起せざるを得ない（59）。
　初期の政策科学は、科学的分析に基づき政策決定を自動化し、「政治」
を排除することを目指した。そうした志向を体現したのが、米国の連邦政
府に導入された、システム分析に基づく予算編成（PPBS）である。だが、
このPPBSは、予算編成の政治過程にあまりに無頓着だったため失敗に終
わる。政策分析を偏重した挫折経験から、政策過程の知識を重視するの
が、今日の公共政策学である。こうした観点から、本稿では、地域医療構
想の実現をめぐる政策過程、とくに「政治」と「カネ」に光を当てた。
（２）地域医療をめぐる政治とビジネス
　医療には公益性がある以上、政府の介入を避けられない。それと同時
に、医療もビジネスである以上、事業の採算性が問われる。とちぎメディ
カルセンターの病院整備をめぐる財政問題からは、交付金の獲得に翻弄さ
れる自治体の姿が、また、病院運営をめぐる金融問題からは、収支の改善
に躍起となる事業者の姿が、それぞれ映し出される。実際の再編統合で
は、医療関係者だけでなく、自治体の首長や金融機関なども、政策の形成
や執行を左右する重要な政策アクターとなっている。政策を実現しように
も、医療当事者の自主的取組みや協議だけでは限界がある。時には政治的
リーダーシップや市場原理も必要とされる。政治やビジネスの影響を排除
しようとしても、根本的な問題解決にはなるまい。
（59）　政策科学の分析中心的アプローチに関しては、宮川（2002）などを参照。
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（３）政策過程の理念型
　政策決定の教科書的なモデルは、「問題」となる状況に対し、目標と現
状を比較しながら、目標達成のために複数の「政策案」を立案し、「政治」
において最適な政策案を「合理的」に選択すると説明する。これを国の地
域医療施策に当てはめれば、まず医療機関の機能重複や連携不足といった
問題があり、良質かつ適切な医療を効率的に提供していくために、地域医
療構想で設定された将来の必要量と病床機能報告に基づく現在の医療提供
体制を比較し、地域医療構想調整会議で需要と供給の乖離を解消する具体
的対応方針を決定するといった手順を踏むことになる。
（４）実際の政策過程
　だが、実際の政策過程は、必ずしも「問題ありき」ではなく、段階的・
直線的に進むものでもない。とちぎメディカルセンターの事例が示すよう
に、そもそも「問題」は、医療需要などの社会指標より、むしろ施設の老
朽化や診療の休止、経営破綻といった身近な重大事件をきっかけに注目が
集まりやすい。「政策案」は、緊急経済対策の補正予算などしばしば問題
とは異なる流れからも生じる。「政治」は、選挙や政権交代によって大き
く変わる。キングダンによれば、これら問題・政策案・政治の異なる３つ
の流れが偶然に合流することで、「政策の窓」が開くのである（60）。「政策案
ありき」となれば、補助金等の投入・活用のあり方も政策決定を左右する
重要な要因となる。補助要件が病院の再編統合をアジェンダに押し上げる
誘因となることもあれば、政府の予算編成の迷走が病院の資金計画を狂わ
せる元凶となることもある。
　また、政策決定は、医療需給の最適化といった「合理性」だけを追求す
るわけではない。地域間で交付金を同額配分するなど関係者間の「利益」
を調整した結果、最適な政策案を選択できないこともある。公立病院と民
（60）　政策の窓モデルに関しては、キングダン（2017）を参照。
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間病院の統合再編が「制度」によって制約されることもあれば、地域完結
型医療提供体制という「理念」が関係者間の合意を形成し、住民からの支
持を獲得する役割を果たし、困難なはずの３病院の統合再編を実現させる
こともある（61）。
（５）政策過程分析の必要性
　もちろん科学的方法に基づく政策決定の改善に向けた努力は重要であ
る。病床機能報告や医師偏在指標などによる客観的なデータの分析は、
医療機能の分化・連携や医師の確保という政策判断のために大いに役立
つことは確かである（62）。だが、医療機関の再編統合という具体的な政策決
定には、医療政策に関する知識「inの知識」だけではなく、政策過程に関
する知識「ofの知識」が必要となる。そこでは、「理論的知識」とともに
「経験的知識」が求められ、政策担当者がもつ「執務的知識」も重要とな
る（63）。本稿では財務上の課題に焦点を合わせたが、実際の再編統合では、
この他にも人事などさまざまな課題に対応しなければならない。医療機関
の再編統合を進めるには、医療機能の定量的な分析だけでは足りず、多様
な要因を多角的に分析する必要がある。地域医療に関しては、数多の事例
が紹介されているものの、分析の対象や視点はまちまちであり、一般的な
理論モデルの構築には至っていない（64）。今後、医療機関の再編統合を進め
るには、特に地域レベルの政策過程に関する事例分析とそれらに基づく理
（61）　政策決定と利益・制度・アイディア（３つのＩ）に関しては、秋吉他（2015）な
どを参照。
（62）　病床機能別病床数の推計など医療情報の可視化に関しては松田（2015）、医師需
給の推計に関しては大津・尾形（2016）などを参照。
（63）　公共政策学のinの知識とofの知識に関しては、宮川（2002）52-53頁など。また、
理論的知識と経験的知識、執務的知識に関しては、秋吉他（2015）19頁などを参照。
（64）　地域医療に関する事例研究として、伊関（2015－）は公立・公的病院を中心に
自治体の政策対応に関し豊富な事例を提供し、松田（2016－）は民間病院の経営
戦略を医療機能の面から分析する。その他、茨城県の取組みに関する週刊社会保障
（2018）、三重県桑名市の取組みに関する竹田（2018）など枚挙にいとまがない。
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論的な一般化がますます必要とされるにちがいない（65）。
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